
 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号。以下

「法」という。）に基づき、不特定多数の市民が利用する建築物及び災害時の機能確保が必要

な緊急輸送路沿道建築物等の耐震化を促進し、市民の安全・安心を確保するため、民間の当該

建築物の耐震補強設計を実施しようとする所有者等に対し、その費用の一部を助成するため予

算の範囲内で交付する補助金に関し、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和48年郡山市規

則第18号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 要緊急安全確認大規模建築物 法附則第３条に規定する要緊急安全確認大規模建築物をい

う。 

(2) 要安全確認計画記載建築物 既存耐震不適格建築物であって、地震によって倒壊した場合

においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれが

ある建築物として、法第７条第２号で定めるものをいう。 

(3) 耐震診断 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成18年１

月25日国土交通省告示第 184 号。以下「基本的な方針」という。）別添の第１に基づく方法

によって、地震に対する建築物の安全性を評価することをいう。 

(4) 耐震改修 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性がある

と判定された建築物について、法第17条第３項第１号及び基本的な方針別添の第２に掲げる

基準に適合する方法により実施する補強工事をいう。 

(5) 建替え 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると

判定された建築物を全て除却し、当該建築物の敷地に原則として同じ用途の建築物を新たに

建築することをいう。 

(6) 耐震補強設計 耐震改修又は建替えのための設計をいう。 

(7) 判定委員会 既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会が制定する耐震判

定委員会登録要綱に規定する耐震判定委員会をいう。 

(8) 区分所有建物 ２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69

号。以下「区分所有法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう 。） が存す

る建築物をいう。 

(9) 管理組合 区分所有法第３条又は第65条に規定する区分所有建物を管理する団体をいう。 

(10)補強設計者 この要綱に基づき耐震補強設計の業務を行う建築士等をいう。 

（補助対象建築物） 

第３条 補助金の交付対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、次のいずれに

も該当するものとする。 

(1) 市内に存する要緊急安全確認大規模建築物又は要安全確認計画記載建築物であること。 

(2) 建築基準法（昭和25年法律第 201 号。以下「基準法」という。）における新耐震基準の施

行（昭和56年６月１日）の際に現存し、又は工事中であった建築物であること。 

(3) 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると判定され

たもので、判定委員会の評価を受けているものであること。 



 

(4) 国、地方公共団体その他公的な機関（以下「公的機関」という。）が一棟の全部を所有す

る建築物でないこと。 

(5) この要綱及び国の耐震対策緊急促進事業に基づく補助金のほかに、公的機関から耐震補強

設計に関する補助金を受けていない建築物であること。 

(6) 基準法の地震に対する安全性に係る規定以外の規定に違反していないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のいずれにも該当す

る事業とする。 

(1) 補助対象建築物に対して実施する耐震補強設計に関する事業であること。 

(2) 耐震補強（減築や改修に代わって行う建替えを含む。）に伴いその用途又は面積を変更す

る場合は、工事終了後においてもその用途及び規模が法第14条に掲げる要件に該当するもの

であること。 

(3) 耐震改修の計画の策定が適正に行われたかどうかを確認するため、判定委員会において評

価を受けること（建替えの場合を除く。）。 

(4) 建替えの場合においては、原則として建替え前の建築物が存する敷地を含む敷地で行う建

替えであること（敷地の制約上、別地にて建替えざるを得ない特別な事情がある場合で市長

が必要と認めるときを除く。）。 

（補助対象者） 

第５条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助対象建築物の所有

者（補助対象建築物が区分所有建物である場合は、当該区分所有建物の管理組合又は区分所有

者全員の同意を得た代表者）で、補助対象事業を実施する民間事業者とする。 

２ 補助対象建築物（区分所有建物を除く。）が複数の者の共有に属する場合は、耐震補強設計

の実施について、共有者全員の同意を得ていなければならない。 

３ 補助対象者は、市税（市民税（個人県民税を含む。）、固定資産税（都市計画税を含 

む。）、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、入湯税、事業所税及び国民健康保険税を

いう。）の滞納がない者に限るものとする。 

４  補助対象者は、郡山市暴力団排除条例（平成24年郡山市条例第46号）第２条第２号に規定す

る暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）若しくは同条第 1 号に規定する暴力

団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下この条において「暴力団関係者」とい

う。）又は同条例第８条に規定する社会的非難関係者と認められる者でない者及び役員に暴力

団関係者がいる法人その他の団体でない者とする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という 。） は、補助対象者が行う次の

各号に掲げる費用とする。 

(1) 補助対象建築物の耐震改修に係る耐震基本計画の策定及び実施設計に要する費用（地質調

査等の現地調査に要する費用を含む。） 

(2) 判定委員会による耐震改修の計画の評価に要する費用 

(3) 補助対象建築物の建替えの基本設計及び実施設計に要する費用（地質調査等の現地調査に

要する費用を含む 。）  

（設計者の要件） 

第７条 耐震補強設計における耐震基本計画策定は、次に掲げる全ての基準に適合する者が行わ



 

なければならない。 

(1) 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設省令第28号）第５条第１項

に規定する者であること。  

(2) 建築士法（昭和25年法律第 202 号）第23条の３第１項の規定に基づき、都道府県知事から

登録を受けた建築士事務所に属する者であること。 

（補助金の額） 

第８条 市が交付する補助金の額は、補助対象経費の合計額に６分の５を乗じて得た額以内の額

とする。 

２ 耐震改修に係る設計に要する費用は、建築士事務所の開設者が耐震診断及び耐震改修に係る

業務に関して請求することのできる報酬の基準（平成27年国土交通省告示第 670 号）に基づく

ものとする。 

３ 建替えに係る設計に要する費用は、住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目（平

成12年３月24日付け住備発第42号、住整発第27号、住防発第19号、住街発第29号、住市発第12

号建設省住宅局長通知）に基づくものとし、その算出に当たっては、建替え前の建築物の対象

となる用途の床面積の合計に、１平方メートル当たり51,200円（耐震診断の結果、Is（構造耐

震指標）の値が 0.3 未満相当である場合は56,300円／㎡）を乗じて得た額を建築工事費とする

ものとする。ただし、免震工法等特殊な工法による場合又は大規模な地震が発生したときにそ

の利用を確保することが必要であると市長が認める建築物について通常よりも高い耐震性を確

保する場合は１平方メートル当たり83,800円を限度とする。 

４ 補助金の総額の算定に当たっては、 1,000 円未満の端数は切り捨てるものとする。 

（事前協議） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する申請をする前に、郡山市建

築物耐震化促進事業（耐震補強設計）事前協議書（第１号様式）を市長に提出し事業内容等に

係る協議を行うものとする。この場合において、当該事前協議書には、次に掲げる書類を添付

するものとする。 

(1) 法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書の写し 

(2) 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると判断され

たことが確認できる書類（耐震診断結果報告書及び判定委員会による耐震診断の評価の報告

書の写し） 

(3) 補助対象建築物の図面（位置図、配置図、平面図、立面図、断面図等） 

(4) 補助対象建築物の確認済証及び検査済証の写し 

(5) 補助対象建築物の新築又は増改築等の経過を示す書類 

(6) 補助対象建築物の用途及び当該各用途に供する部分の床面積が分かる書類 

(7) 公的機関が共有者又は区分所有者である場合は、その部分が分かる書類 

(8) 建物外観写真（対象建築物がわかるもの） 

２ 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付要綱（平成26年６月５日制定）の規定

に基づき補助金の交付を受けて耐震診断を実施した補助対象者は、郡山市建築物耐震化促進事

業（耐震診断）補助金交付決定通知書の写しを提出することにより、前項の書類の添付を省略

することができる。ただし、耐震診断の実績報告からこの要綱に基づく補助金の交付申請まで

の間にその内容に変更が生じた場合においては、この限りでない。 

（補助金の交付申請） 



 

第10条 補助金の交付を受けようとする者は、前条第１項の事前協議が完了した後、規則第４条

の規定により郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付申請書（第２号様式）

を申請するものとする。この場合において、同条第１号の補助事業等事業計画書は事業計画書

（第３号様式）とし、同条第２号の補助事業等に係る収支予算書は収支予算書（第４号様式）

とし、同条第３号に規定するその他市長が必要と認めて指示する書類は、次のとおりとする。 

(1) 補助対象建築物の登記事項証明書その他当該建築物の所有者が確認できる書類（申請時点

において３か月以内に発行されたものに限る。） 

(2) 補助対象建築物が区分所有建物である場合にあっては、耐震補強設計を実施する旨の管理

組合の議決があることを証する書類又はこれに類する書類 

(3) 補助対象建築物に共有者がある場合にあっては、耐震補強設計の実施に関する共有者の同

意書 

(4) 市税の滞納がないことを証明する書類（補助金の交付を受けようとする者が共有者又は区

分所有者の代表者である場合は、全ての共有者又は区分所有者の市税の滞納がないことを証

明する書類。） 

(5) 補強設計者が第７条各号に掲げる基準に適合するものであることを証する書類 

(6) 耐震補強設計に要する費用の見積書の写し（補助対象経費の積算内訳の分かるものに限

る。） 

(7) 事前協議書の写し（協議書に係る添付書類を含む。） 

２ 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付要綱の規定に基づき補助金の交付を受

けて耐震診断を実施した補助対象者は、前項第２号の書類の添付を省略することができる。た

だし、耐震診断の実績報告から当該補助金の交付申請までの間にその内容に変更が生じた場合

においては、この限りでない。 

３ 補助対象者は、第１項の補助金の申請に当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和63年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和25年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「仕入控除税額」という。）を減額して交付

申請しなければならない。ただし、申請時において当該仕入控除税額が明らかでない場合又は

仕入税額控除を行わない場合で申請時に消費税仕入税額控除確認書を提出したときは、この限

りでない。 

（補助金の交付決定） 

第11条 市長は、補助金の交付を決定したときは、規則第７条第１項の規定に基づき、郡山市建

築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付決定通知書（第５号様式）により、その内容

等を補助対象者に通知するものとする。 

（事業内容の変更等） 

第12条 補助対象者は、規則第６条第１項第１号の規定に基づき事業内容若しくは経費の配分を

変更（補助金額の変更を伴わない軽微な変更を除く。）しようとする場合及び同項第２号の規

定に基づき事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震

補強設計）内容変更等承認申請書（第６号様式）を市長に提出し、承認を受けなければならな

い。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合は、その内容を調査し、当該申請が適当であると



 

認めたときは、速やかに承認の決定をし、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）内容

変更等承認通知書（第７号様式）により、当該申請をした者に通知しなければならない。 

（交付申請の取り下げ） 

第13条 規則第８条第１項の規定に基づき補助金の交付申請を取り下げようとする場合は、交付

決定通知書を受理した日から15日以内に、その旨を記載した書面を市長に提出しなければなら

ない。 

（実績の報告） 

第14条 補助対象者は、事業が完了したときは、当該完了の日から30日以内又は事業が完了した 

日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、規則第14条に規定により市長に郡山市建

築物耐震化促進事業（耐震補強設計）実績報告書（第８号様式）を提出し実績を報告するもの

とする。この場合において、同条の補助事業等に係る収支決算書は収支決算書（第９号様式）

とし、同条に規定するその他市長が必要と認めて指示書類は、次のとおりとする。 

(1) 耐震改修工事実施後の耐震診断結果報告書（建替えの場合を除く ｡ ） 

(2) 判定委員会による耐震改修の計画の評価の報告書（建替えの場合を除く ｡ ） 

(3) 建替え後の建築物に係る確認済証の写し（建替えの場合に限る ｡ ） 

(4) 請負契約書の写し 

(5) 補強設計請負者からの請求書又は領収書の写し 

(6) 業務完了日がわかる書類 

(7) 地質調査等の現地調査を実施した場合は、その状況がわかる写真 

２ 第10条第３項ただし書きの規定により申請をした者は、前項の実績報告において、仕入控除

税額が明らかな場合には、交付決定額からこれを減額して報告しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第15条 市長は、前条の実績報告書を受理した場合は、規則第15条の規定により、その内容を審

査し、補助事業の成果が補助金交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、補助対象者に郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付額確定

通知書（第10号様式）により通知するものとする。 

（決定の取消し等） 

第16条 市長は、規則第10条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消し、又は変更した

ときは、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付取消通知書（第11号様式）

又は郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付変更通知書（第12号様式）によ

り、補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

２ 市長は、規則第17条第１項の規定により補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し

たとき又は次条第２項の規定により補助金の交付の決定の一部を取り消したときは、郡山市建

築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付取消通知書（第11号様式）により、補助金の

交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により補助金の決定の取消しをした場合において、既に補助金が交付

されているときは、期限を定めて当該取り消しに係る補助金の返還を命じなければならない。 

（消費税相当額の確定に伴う補助金の返還） 

第17条 補助金の交付を受けた者は、補助事業完了後において、消費税及び地方消費税の申告に

より当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税仕入控

除税額の確定報告書（第13号様式）により速やかに市長に報告しなければならない。 



 

２ 市長は、前項の報告を受けたときは、補助金の交付の決定の一部を取り消すものとする。 

（会計帳簿等の整備等） 

第18条 補助金の交付を受けた者は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備

し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなけれ

ばならない。 

（書類の提出） 

第19条 この要綱により市長に提出する書類は、正副２部とする。 

２ この要綱の規定に基づく申請は、棟ごとに行うものとする。 

（その他） 

第20条 本事業の実施に関しては、この要綱によるほか、次の各号に定める規定により行うこと

とし、その他事業の実施に必要な事項は市長が別に定める。 

(1) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第 179 号） 

(2) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第 255 号） 

(3) 国土交通省所管補助金等交付規則（平成12年内閣府・建設省令第９号） 

(4) 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業制度要綱（令和３年国土交通省・国住街第 222 号、

令和３年国土交通省・国住市第 155 号） 

(5) 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金交付要綱（令和３年国土交通省・国住街第

223 号、令和３年国土交通省・国住市第 156 号） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付要綱の規定に

基づき補助金の交付を受けて耐震診断を実施した補助対象者に係る第９条第２項及び第10条第

２項の規定の適用については、第９条第２項中「郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補

助金交付要綱」とあるのは「郡山市建築物耐震化促進事業補助金交付要綱」と、「郡山市建築

物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付決定通知書」とあるのは「郡山市建築物耐震化促進

事業補助金交付決定通知書」と、第10条第２項中「郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）

補助金交付要綱」とあるのは「郡山市建築物耐震化促進事業補助金交付要綱」とする。 

   附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年11月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



 

第１号様式（第９条関係） 

年  月  日  

郡山市長 

 

協議者 〔住所〕              

ふりがな 

〔氏名〕              

〔電話〕   （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）事前協議書 

 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱（以下「要綱」という。）

第９条第１項の規定により、次のとおり協議します。 

建築物の概要 

名 称  

所 在 地  

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数 造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

耐震診断の結果 （目標値）Iso＝ （最低値）Is＝ 

事 業 の 内 容 

耐震補強の方法 耐震改修 ・ 建替え 

事業着手予定日      年   月   日 

事業完了予定日      年   月   日 

補 強 設 計 者 

氏名 

（   ）建築士 （   ）登録第    号 

講習会終了番号 
（耐震改修の場合） 

 

所属事務所名称 

（      ）知事登録第        号 

所在地 

代表者名 

事業に要する費用の概算 

（耐震補強設計に係る費用） 
円 



 

添付書類 

(1) 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け

対象建築物であることの確認書の写し 

(2) 耐震診断結果報告書及び判定委員会の評価の報

告書の写し 

(3) 補助対象建築物の図面（位置図、配置図、平面図、

立面図、断面図等） 

(4) 補助対象建築物の確認済証及び検査済証の写し 

(5) 補助対象建築物の新築又は増改築等の経過を示

す書類 

(6) 補助対象建築物の用途及び当該各用途に供する

部分の床面積が分かる書類 

(7) 公的機関が共有者又は区分所有者である場合は、

その部分が分かる書類 

(8) 建物外観写真（対象建築物がわかるもの） 

備考                                      

１ 「改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書」 

は、国の耐震対策緊急促進事業で定める様式によること。 

２ 要綱第９条第２項の規定により書類の添付を省略する場合は、郡山市耐震化促進事 

業（耐震診断）補助金交付決定通知書の写しを添付すること。 



 

第２号様式（第 10 条関係） 

年  月  日  

郡山市長 

申請者 〔住所〕              

ふりがな 

〔氏名〕              

〔電話〕   （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付申請書 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 10 条第１項の規定

により、次のとおり申請します。 

施 行 場 所 郡山市 

総 事 業 費 円  

補助金交付申請額 円  

事業の目的・内容  

着手・完了予定日 着手 ．  ． 完了 ．  ． 

添 付 書 類 

(1) 補助対象建築物の登記事項証明書等 

(2) 共有者の同意書 

(3) 管理組合の議決があることを証する書類又はこれに類する書  

  類 

(4) 市税の滞納がないことを証明する書類 

(5) 補強設計者が要綱第７条各号に適合することを証する書類 

(6) 耐震補強設計に要する費用の見積書の写し 

(7) 事前協議書の写し（協議書に係る添付書類を含む） 

摘 要  



 

第３号様式（その１）（第 10 条関係） 

事業計画書（耐震改修設計） 

１ 対象建築物の概要 

 
 

２ 耐震診断の概要 

 

３ 耐震基本計画策定者の概要 

 

建築物の名称  

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数 造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

補助金交付額 

確定通知書番号 

年  月  日付け（文書の記号）第   号 

（郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）により補助金交付を受けた場合） 

耐震診断の目標値 Iso  ＝    

診 断 結 果 

（最小 Is 値） 
Ｘ方向：Is ＝ Ｙ方向：Is ＝ 

建 築 士 氏 名  

建築士登録番号 （   ）建築士 （    ）登録 第     号 

講習会終了番号  

所属事務所名称  

事務所登録番号 

及び登録年月日 

（      ）知事登録 第        号 

       年   月   日 

所 在 地  

代 表 者 名  



 

第３号様式（その２）（第 10 条関係） 

事業計画書（建替え設計） 

１ 対象建築物（建替え前）の概要 

 

２ 対象建築物（建替え後）の概要 

 

３ 耐震診断の概要 

 

４ 設計者の概要 

 

 

建築物の名称  

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数 造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

建築物の名称  

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数 造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法第 14 条の対象となる用途部分：        ㎡） 

補助金交付額 

確定通知書番号 

年  月  日付け（文書の記号）第   号 

（郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）により補助金交付を受けた場合） 

耐震診断の目標値 Iso  ＝    

診 断 結 果 

（最小 Is 値） 
Ｘ方向：Is ＝ Ｙ方向：Is ＝ 

建 築 士 氏 名  

建築士登録番号 （   ）建築士 （    ）登録 第     号 

所属事務所名称  

事務所登録番号 

及び登録年月日 

（      ）知事登録 第        号 

       年   月   日 

所 在 地  

代 表 者 名  



 

第４号様式（第 10 条関係） 

 

収支予算書 

 

 １ 収入                              （単位：円） 

 

 

２ 支出                              （単位：円） 

 

 

 

区   分 予 算 額 摘   要 

補助金   

自己資金   

   

計   

区   分 予 算 額 摘   要 

耐震改修設計費  補助対象経費 

   

   

計   



 

第５号様式（第 11 条関係） 

 

（文書の記号）第   号 

              申請者 住所               

 

氏名           様 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付決定通知書 

年  月  日付けで提出された補助金交付申請に対し、次のとおり補助金を交

付することと決定したので、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要

綱第 11 条の規定により通知します。 

 

     年  月  日 

 

郡山市長           印 

 

施 行 場 所 
 
郡山市 
 

補助金交付額 
 
                        円 

 

補 助 条 件 

 

摘 要 

 

 

 



 

第６号様式（第 12 条関係） 

年  月  日  

郡山市長 

補助事業者等 〔住所〕              

ふりがな 

〔氏名〕              

〔電話〕   （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）内容変更等承認申請書 

年  月  日付け（文書の記号）第   号で補助金の交付決定を受けた補

助事業の内容を次のとおり変更（中止・廃止）したいので、郡山市建築物耐震化促進事

業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 12 条第１項の規定により申請します。 

施 行 場 所 郡山市 

総 事 業 費 変 更 前 円 変 更 後 円 

補助金交付額 
既 に 通 知 を 

受けている額 
円 

変 更 後 の 

交付申請額 
円 

事 業 完 了 

予 定 年 月 日 

（変更の場合） 

年   月   日 

変更（中止・ 

廃止）の理由 
 

変 更 の 内 容  

添 付 書 類  

摘 要  



 

第７号様式（第 12 条関係） 

 

（文書の記号）第   号 

              補助事業者等 住所               

 

氏名           様 

                             

 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）内容変更等承認通知書 

 

年  月  日付けの郡山市建築物耐震化促進事業内容変更等承認申請につい

て、次のとおり承認したので、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付

要綱第 12 条第２項の規定により通知します。 

 

年  月  日  

 

郡山市長           印 

施 行 場 所 郡山市 

変 

更 

の 

承 
認 

補助金交付額 変更前 円 変更後 円 

変更に係る 

条件    
 

中 止 の 承 認 
年  月  日から   年  月  日まで補助

事業を中止することを承認する。 

廃 止 の 承 認 補助事業を廃止することを承認する。 

指 示 事 項 

 

 

 

 



 

第８号様式（第 14 条関係） 

備考 (1)及び(2)は建替えの場合を除き、(3)は建替えの場合に限る。 

年  月  日  

郡山市長 

補助事業者等 〔住所〕              

ふりがな 

〔氏名〕              

〔電話〕   （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）実績報告書 

年  月  日付け（文書の記号）第   号で補助金の交付決定を受けた補

助事業が完了したので、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱

第 14 条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

施 行 場 所 郡山市 

総 事 業 費 計 画 額       円 確 定 額       円 

補 助 金 の 額 
既に通知を 

受けている額 
      円 確 定 見 積 額       円 

着 手 ・ 完 了 

年 月 日    
着 手    ．  ． 完 了    ．  ． 

補 助 事 業 の 

成 果     
 

添 付 書 類 

(1) 耐震改修工事実施後の耐震診断結果報告書 

(2) 判定委員会による耐震改修の計画の評価の報告書 

(3) 建替え後の建築物に係る確認済証の写し 

(4) 請負契約書の写し 

(5) 補強設計請負者からの請求書又は領収書の写し 

(6) 業務完了日がわかる書類 

(7) 現地調査の状況がわかる写真 

摘 要  



 

第９号様式（第 14 条関係） 

 

収支決算書 

  

１ 収入                              （単位：円） 

 

 

２ 支出                              （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 予算額 決算額 
比較増減 

摘 要 
増 減 

補 助 金      

自 己 資 金      

      

計      

区 分 予算額 決算額 
比較増減 

摘 要 
増 減 

耐 震 改 修 

設 計 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      



 

第 10 号様式（第 15 条関係） 

 

（文書の記号）第   号 

              補助事業者等 住所               

 

氏名           様 

                             

 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付額確定通知書 

 

年  月  日付け（文書の記号）第   号による補助金交付決定通知に係

る補助事業に関し、交付すべき補助金の額を次のとおり確定したので、郡山市建築物耐

震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 15 条の規定により通知します。 

 

年  月  日  

 

郡山市長           印  

施 行 場 所 郡山市 

補 助 金 の 

交 付 額   

確 定 額 

（Ａ） 
円 

既 通 知 額 

（Ｂ） 
円 

増 減 額 

（Ａ）－（Ｂ） 
円 

指 示 事 項 等  

摘 要 

 

 

 

 



 

第 11 号様式（第 16 条関係） 

 

（文書の記号）第   号 

              補助事業者等 住所               

 

氏名           様                             

 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付取消通知書 

 

年  月  日付け（文書の記号）第   号による補助金交付決定通知に係

る補助金の交付については、次のとおりその決定の全部（一部）を取り消したので、郡

山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 16 条第１項（第２項）の

規定により通知します。 

 

年  月  日  

 

郡山市長           印  

施 行 場 所 郡山市 

補 助 金 交 付 額 取消前の額 円 取消後の額 円 

取 消 し の 理 由  

取消部分の表示  

指 示 事 項 等  

摘 要 

 

 



 

第 12 号様式（第 16 条関係） 

 

（文書の記号）第   号 

              補助事業者等 住所               

 

氏名           様 

                             

 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付変更通知書 

 

年  月  日付け（文書の記号）第   号による補助金交付決定通知に係

る補助金の交付の決定の内容等を次のとおり変更したので、郡山市建築物耐震化促進事

業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 16 条第１項の規定により通知します。 

 

年  月  日  

 

郡山市長           印  

施 行 場 所 郡山市 

補 助 金 交 付 額 変更前の額 円 変更後の額 円 

変 更 の 理 由  

変 更 し た 補 助 

事 業 の 決 定 の 

内 容 等     

 

指 示 事 項 等  

摘 要 

 

 



 

第 13 号様式（第 17 条関係） 

消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定報告書 

年  月  日付けで実績報告をした補助金について、次のとおり消費税額及

び地方消費税額の確定に伴い補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した

ので、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱第 17 条第１項の規定

により報告します。 

施 行 場 所 郡山市 

補 助 金 の 確 定 額 円 

補助金の額の確定時における消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（Ａ） 

円 

消費税額及び地方消費税額の確定に 

伴う補助金に係る消費税及び地方消 

費税に係る仕入控除税額  （Ｂ） 

円 

補助金返還相当額  （Ｂ）－（Ａ） 円 

添 付 書 類  

摘 要  

 

 

年  月  日  

郡山市長 

報告者 〔住所〕              

ふりがな 

〔氏名〕              

〔電話〕   （   ）      

 


